



















()１ 本稿は 2015年 7月 4日、第 13回法と経済学会全国大会（東京大学）で発表した
報告論文に加筆・修正を施したものである。
内閣人事局に関する研究(1)



























()３ J. M. Ramseyer, F. M. Rosenbluth ‘Japan’s Political Marketplace’, Cambridge, Mass :
Harvard University Press, 1993.（加藤寛監訳『日本政治の経済学―政権政党の合
理的選択』弘文堂、1995年）を参照。また、常木淳『「法と経済学」による公共
政策分析』（岩波書店、2012年）第 5章では広範な分析が行われている。







































































































































































































































































































































()１５ 前掲書、村松岐夫『最新 公務員制度改革』第 3章では人事院の設立・機能付与
に関する歴史的な経緯が述べられている。


























()１６ 2008年 11月 12日、13日、国家公務員制度改革推進本部顧問会議、ワーキング・
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